
衆議院

整理
番号

名前 所属政党
１　Yes−
１　No-２

2　Yes−
１　No-２

３ア
Yes−１
No-２

３イ　Yes
−１　No-

２

３ウ
Yes−１
No-２

３エ
Yes−１
No-２

３オ
Yes−１
No-２

３カ　自由記述（折り返し全体表示
４　Yes-１　No-２
その他-3（記述）

５　Yes-１　No-２　その他-3
（記述）

６　Yes−１
No-２

６　理由 ７　Yes−１
No-２

７　理由

1
大平喜信

・
（比例）中国

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2
世界一危険と言われる普天間基地は即時閉鎖すべきです。普天間の米軍が沖縄に
いる必要がありません。米国本土、グァムなどへの移転は可能であり米軍もそれ
を認めています。

2

安全な原発はありません。福島のように
一旦事故が起こればとりかえしががつき
ません。再生可能エネルギーへの転換を
進めるべきです。

2
 階　猛

・
（岩手　1区）

民主党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 地元の理解無くして移設を進めるべきではない。

使用済み核燃料を保管する青森・六ヶ所
との合意により、直ちに廃炉とした場
合、使用済み核燃料の保管場所が無くな
るという問題がある。稼働後40年廃炉、
新増設禁止の原則のもと、2030年代原
発ゼロを目指すべき。

3
 平沼赳夫

・
（岡山　3区）

次世代の党 1 2 1 1 1 2 2
近現代史をしっかり学ぶことが必要と考えま
す。

１：自衛権は自然権であるから
当然含まれると考えます。

1 1 1

4
 逢坂誠二

・
（北海道3区）

民主党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2 2

5
初鹿明博

・
（比例）東京

維新の党 2 1 2 1 1 2 1

維新の党は、「個別的自衛権」と「集団的自衛
権」に重なり合う部分があると考えており、そ
れを踏まえて「自国防衛のための自衛権行使」
と「他国防衛のための自衛権行使」に区分し、
前者のみが憲法上許されると主張している。

2

３：違憲状態のまま成立させること
には絶対反対であるが、仮に、その
部分の修正に応ずるならば部分的に
賛成することもありうる。

2
米軍普天間飛行場の危険除去を一刻も早く実現すべきことは、すべての当事者の
共通意見であるのであるから、一致点をベースに関係者が真摯に話し合って解決
すべき。

2

我が党は、市場原理を徹底すれば原発が
フェードアウトすると考えており、その
考えを容認している。但し、当面の措置
として、再稼働させる必要性まで否定す
るものではなく、その場合には十分な安
全策を講じることが前提となる。

6
志位和夫

・
（比例）南関東

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1

私たちの住む北東アジア地域には、色々な緊張
や紛争がありますが、そのような問題に対して
軍事で構え、”軍事対軍事”の悪循環に陥ることが
最も危険です。どんな問題も、憲法9条の精神に
立った外交的解決に徹する平和の外交戦略を確
立することこそ、今日本に求められていること
ではないでしょうか。日本共産党は、「北東ア
ジア平和協力構想」を提唱していますが、この
「構想」こそ戦争法案の平和的対案だと確信し
ています。

2 2 2

普天間基地は、住民を強制的に収容所に囲い込んで、米軍が強奪した上に作った
もの。辺野古移設ではなく、無条件撤去すべきであり、沖縄県民の「移設反対」
の声は選挙で示されています。私達は日米安保条約を廃棄し、米軍基地のない平
和な沖縄・日本を作ろうと呼びかけています。

2

福島原発事故は、ひとたび事故が起きた
時の被害の深刻さを明らかにしました。
未だ多くの人々が避難を余儀なくされ、
先の見えない生活や健康への不安を抱え
ています。被害者の賠償や生活と生業の
再建、事故の原因究明等、政府や東電は
責任を明らかにせず、避難計画や核のゴ
ミ等、解決されていない問題を抱えたま
ま原発を「重要なベースロード電源」と
して再稼働させることは、将来に渡り国
民の命を危険に晒すことになります。

7
泉　健太

・
（比例）近畿

民主党 2 1 2 1 1 2 1

政治家とは言葉で交渉する仕事です。武力の行
使に訴えるようなことを求める政治家は、自ら
の役割を放棄したとしか言いようがありませ
ん。

2
３：そもそも憲法違反であり、いつ
の国会であれば成立させてよいとい
うものではない。

普天間の廃止は必要。その代替機能をどうするかは、非常に悩ましい。
脱原発を目指すべき。その現実的なプロ
セスの中での再稼働は極力避けるべき。

8
篠原　孝

・
（比例）南関東

民主党 2 1 2 2 2 2 1 2 ３：国会議員が廃案にすべき。 2 2

9
照屋寛徳

・
（沖縄２区）

社民党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2
ウチナーの圧倒的民意は辺野古新基地建設反対です。政権と国民多数の無関心に
よる沖縄への構造的差別が辺野古問題の本質だ。

2 再稼働反対！原発即時廃炉！

10
荒井　聰

・
（比例）北海道

民主党 2 1 2 2 2 2 1 2 2
国が最終的に責任を持つ実効性ある避難
計画、地元合意のプロセスが明確化され
ない限り、なし崩しの再稼働には反対。

11
鈴木克昌

・
（比例）東海

民主党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2 2

12
岡本充功

・
（比例）東関東

民主党 2 1 2 2 3
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13
池内さおり

・
（比例）東京都

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2

もともと普天間飛行場の場所も、沖縄県民の私有地をアメリカ軍が没収したもの
であり、「辺野古がダメなら他をさし出せ」と沖縄に求めることは容認できませ
ん。基地の危険は、どこに移しても変わりません。無条件に撤去することこそ必
要です。さらに辺野古に建設予定されているものは、機能が強化されるものであ
り、反対です。

2

安全保障上というのは、核抑止力のこと
と思われますが、外交はあくまでも日本
国憲法にもとづき、武力でなく話し合い
で行われるべきものであると考えます。
また、原発は最終的な処分の方法が確立
していないもので、安全なエネルギーと
しては、現研究段階では利用すべきもの
ではないと考えます。さらに現在の事故
対策も不十分なものであり、再稼働には
反対です。

14
水戸将史

・
（比例）南関東

維新の党 2 1 2 1 2 2 1 2
３：取り下げて、憲法の範囲内で法
案を作り直すべきである。

1 2

15
塩川鉄也

・
（比例）北関東

日本共産党 2 1 2 2 2 1 2
２：憲法違反で、民意無視の法案は
廃案しかない。

2

辺野古新基地建設には反対。辺野古新基地建設反対は、沖縄県民の民意だ。名護
市長選、沖縄県知事選、総選挙、いずれの選挙でも新基地建設反対の民意がはっ
きりと示されている。普天間基地は、米軍が沖縄の方たちの土地を強制接収して
つくったものであり、即時返却するべきだ。

2

原発の再稼働には反対。原発事故は収束
せず、事故原因も未解決。事故被害者の
生活は元に戻らない。各地の避難計画も
できていない。再稼働などありえない。
原発事故は、くらし、仕事、文化、いの
ち、あらゆるものを破壊し、決して取り
返しのつかない被害をもたらす。原発は
廃炉しかない。

16
梅村さえこ

・
（比例）北関東

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2

辺野古の米軍の新基地建設は、老朽化した普天間基地に代えて大幅に機能強化を
進めようとするものです。「負担軽減」というものではありません。沖縄県民の
皆さんの総意は、基地のない平和で豊かな沖縄の実現です。県民の声を無視した
新基地建設はやめるべきです。

2

福島原発の大事故は、甚大な被害につな
がることを現実で示しました。事故は今
なお、収束するどころか、非常事態が続
いていて、原因の究明もままならない状
態です。「原発は安全」という「神話」
にひたりきってきた政府の責任は重大で
す。「新基準」も決して十分ではなく、
再稼働すべきではありません。

17
赤嶺政賢

・
（沖縄1区）

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1

安保法案はアメリカが世界で行う戦争に際し
て、いつでもどこでもどんな戦争でも自衛隊が
参戦するためのもので、憲法違反は明白です。
中国や北朝鮮による軍事力強化の動きがことさ
ら強調されていますが、軍事に軍事で対抗する
ことは、緊張を高めるだけです。意見の違いや
もめ事などは、平和的外交的に解決する立場に
徹するべきです。

２：いわゆる「砂川判決」が
「集団的自衛権について触れて
いるわけではない」こと、また
政府が根拠として引用している
部分が「傍論」という「判決を
導き出す論理とは直接関係のな
い」ものであることは横畠内閣
法制局長官が国会質疑（6月10
日衆議院特別委員会）ではっき
り認めていることです。しか
も、この判決はアメリカ政府の
圧力の下で出されたものである
ことが開示された米公文書で明
らかになっています。およそ合
憲性の根拠とすることはできな
いと考えます。

２：この間、国会での審議や憲法学
者の方々の発言などを通してこの法
案の問題点が次々に明らかになりま
した。法案に反対し徹底審議を求め
る国民の声は日に日に高まっていま
す。にもかかわらず、政府・与党は
衆議院での採決を強行し、数の力で
押し通そうとしています。このよう
な国民主権や立憲主義を踏みにじる
行為は絶対に許されるものではあり
ません。世論調査の結果はこうした
法案自体の問題と、与党の姿勢を批
判するものです。即刻廃案にすべき
です。

2

昨年沖縄では四つの選挙で「辺野古移設反対」のオール沖縄陣営が勝利し、民意
が明確に示されました。保守・革新、日米安保に対する立場の違いをこえて新基
地建設反対の声は全国に広がっています。政府は県民の意思を正面から受け止
め、新基地建設の断念と普天間基地の閉鎖・撤去を決断すべきです。同時に、問
題の大本にある日米安保条約を破棄し、対等・平等な日米関係の実現に全力を尽
くします。

2

福島原発事故の収束すらしていないな
か、原発を再稼働するなど到底許される
ものではありません。そもそも規制委員
会の新基準では事故が起きた場合の避難
態勢については審査の対象外となってお
り、住民が求める公開の場での説明会す
ら開かれていません。また規制委員会は
「適合」したからといって安全を保証す
るものではないとしています。直ちに停
止措置をとり、「原発ゼロの日本」の実
現にふみきるべきです。

18
阿部知子

・
（比例）南関東

民主党 2 1 2 2 2 2 1

そもそも集団的自衛権は（仮想）敵国をつく
り、同盟（有志連合を含む）内で、相手に対峙
する力を強化しようとするもので、第二次大戦
後の世界で、行使の実例を見ても常に大国のエ
ゴと利害による力の支配に帰属し、平和創造に
向かうものとは真逆である。

2

２：憲法学者からも「違法」の声が
多数上がっており、加えて国民の過
半が反対のこの法案は、廃案以外に
ない。

2

米国によるアジア太平洋地域の安全保障戦略上も、明らかに海兵隊の沖縄駐留の
必要性はなく、沖縄の負担や強い反発を考えれば、米国内からも辺野古移設を行
うべきでないという声もある中、日本がこれに固執する理由はない。

2

福島での東京電力原発事故後、我が国に
おいて省エネも定着し、電力不足の状態
にない中で、九州電力の経営的思惑と政
権の「原発ゼロ」破り（原発回帰）の意
図を持ってなされる再稼働で、安全性も
住民避難も使用済燃料問題も未解決。

19
島津幸広

・
（比例）東海

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2
２：憲法違反の法案は、ただちに廃
案にすべきです。

2

沖縄の「負担軽減」どころか、逆にアメリカの言いなりになる「基地機能の強
化」につながります。また、豊かな沖縄の自然「へのこブルー」を守らねばなり
ません。

2

20
殻田恵二

・
（比例）近畿

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2

普天間基地は、占領地における「私有財産の没収」を禁じたハーグ条約第46条
に違反する。無条件に普天間は閉鎖し返還すべき。辺野古移設で新たな負担を求
めるなどもってのほかだ。

2

ひとたび大事故を起こしたら、その被害
が空間的にも時間的にも制限無く広がる
「異質の危険」を持つ原発と人類は共存
できない。

21
郡　和子

・
（比例）東北

民主党 2 1 2 2 1 2 2

厳しい安全基準と避難計画が、福島原発
事故の教訓を生かしクリアしているので
あれば再稼働も認める。今回の川内原発
再稼働は、それらをクリアしていないの
で反対。

22
近藤洋介

・
（比例）東北

民主党 2 1 2 1 1 2 2 2 1 現状では反対。
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23
本村伸子

・
（比例）東海

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1

憲法違反の安保法案を何としても廃案においこ
みたいです。日本が軍拡すれば、日本を脅威と
考える国は軍拡することになるでしょう。軍拡
の悪循環は、結局どの国でも社会保障、教育予
算の削減につながり、どの国の住民の皆さんも
幸せにはしません。軍縮のための本気の外交努
力、重層的な平和の枠組みの構築をすすめるべ
きです。

２：砂川事件最高裁判決を、安
保法案を合憲とする根拠にして
いる人たちが「存立危機事態」
「重要影響事態」「武力攻撃事
態」「国際平和共同対処事態」
を判断することになります。ま
ともな判断がされないのは明白
で、より一層安保法案の危険性
を示していると思います。

２：主権在民に反し、中身も憲法違
反の安保法案は何としても廃案にお
いこみたいです。私は7月1日衆議
院の安保特例委員会で質疑にたちま
したが、愛知の航空自衛隊小牧基地
の空中給油機が今にも爆撃に行こう
としている発進準備中のアメリカ軍
などの戦闘機に空中で給油すること
ができることになっており、これは
あきらかに武力行使と一体の戦争協
力で憲法違反です。（弾薬の提供な
ども同様）

2

沖縄県民の皆様は、明確に選挙で何度も辺野古への新基地建設反対の意思を示し
ています。主権者である沖縄県民の皆様の声を聞くべきです。普天間基地の土地
は、そもそも強奪された土地で、無条件撤去するべきです。

2

核のごみの処理方法もない、事故が起き
たときに責任もとれない、命をむしばむ
原発は廃炉にするべきです。

24
堀内照文

・
（比例）近畿

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1

紛争事項は軍事力に頼らず、外交の力で解決す
るべきです。日本共産党はASEANの実践になら
い、北東アジアでも地域の平和協力の枠組みを
つくることを提唱しています。（北東アジア協
力構想）

2

２：立憲主義も法的安定性も無視
し、数を頼りに法案をゴリ押しする
政府・与党の姿勢が国民の厳しい批
判に晒されています。違憲の法案は
廃案にするしかありません。

2

米軍基地の多くは、そもそも戦時中に強制接収したか銃剣とブルドーザーで無理
に県民から奪ったもので無条件に返還すべきです。「移設反対」はオール沖縄の
声です。政府は沖縄の声に真摯に耳を傾け、無条件返還をアメリカに迫るべきで
す。

2

先日、福島原発を視察しました。あの事
故の収束、原因究明すらまだ途上にもか
かわらず、再稼働など論外です。原発は
ひとたび重大事故を起こすと、その被害
の規模が際限なく広がります。また、稼
働すればするほど「核のゴミ」が溜まり
続けます。原発はゼロにするしか他あり
ません。あわせて川内原発は火山活動の
問題、住民避難計画の未確立など、未解
決の問題を多く残しながら、住民にまと
もな説明もなく、原子力規制委員会も、
国も、九電もだれも事故が起きた場合の
責任に言及せず、再稼働を強行しまし
た。国民の命や暮らしを顧みない暴挙で
す。桜島の噴火警戒レベルが４なってお
り（8/19現在）、ただちに原発を止める
べきです。

25
奥野総一郎

・
（比例）南関東

民主党 2 1 2 2 1 2 2

26
高橋千鶴子

・
（比例）東北

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2
沖縄の負担軽減、世界一危険な基地だから、といいながら、自然を壊し、基地機
能を拡大するもの。基地は撤去、アメリカへ返還！

2

ひとたび事故が起きれば、長時間、広範
囲に被害が及ぶ。核のゴミ処分問題未解
決。地震、火山、要援護者対策など安全
といえるはずもない。そもそも原発がテ
ロの標的となる恐れもある。最も危険！
余剰ＰＴも未解決。

27
小沢一郎

・
（岩手4区）

生活の党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2 沖縄の米軍基地については移設ではなく、純粋に減らしていくべきであるから。 2
国と国民の生活を崩壊させかねないか
ら。

28
真島省三

・
（比例）九州

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2
普天間基地は、沖縄戦のとき住民が避難している間に、米軍が強制接収したもの
であり、世界一危険であるなら無条件に撤去すべき。

2

福島の事故は収束しておらず、被害は拡
大している。福島の事故の原因も究明で
きていない中、地震・火山大国の日本で
世界最高の安全神話復活ともいうべき再
稼働。再稼働すれば、使用済燃料・核の
ゴミは増え続けるが、処理の目処もたた
ない。避難の実効ある対策本部も策定さ
れていないし、その策定が再稼働の是非
の条件にさえしていない。以上の理由で
反対。人間と原発は共存できない。

29
田島一成

・
（比例）近畿

民主党 2 1 2 2 2 2 1

アジア太平洋地域の安全保障環境の変化等によ
り、仮想敵国を作れば昭和初期から終戦までの
歴史と同様に軍備拡張競争となるのは必然で、
財政的にも負担となり、決して当該地域安定に
は繋がらない。協調外交の努力により脅威を取
り除くべき。

２：最高裁判決では「自衛権」
を認めてはいるが、そもそも安
保条約に基づく米軍への基地の
提供や米軍の駐留に違反するか
否かの判決であり、集団的自衛
権の行使容認または限定的行使
の容認の根拠にはなり得ない。

２：安倍首相自らが「国民の理解が
充分でない」と認めたにも関わら
ず、国会での答弁も誠実でなく、国
民にも丁寧な説明をしていない。憲
法学者のほとんどが憲法違反と言っ
ているし、集団的自衛権行使は歴代
内閣も認めていない。戦後の安全保
障政策を一転させる法案を民主主義
に反した手法で進めている。立憲主
義を踏みにじるこの法案は廃案にす
るべき。

2
米軍基地の大半を沖縄に押しつけており、辺野古の美しい海や生態系を破壊する
ことは許されない。政府は知事選で示された民意を受け止めるべき。

2

原発30キロ圏内の隣接する自治体にも、
立地自治体同様の住民の安全を確保し、
原発事故時の責任ある避難計画を国が策
定に深く関与しなければ再稼働は認めら
れない。再生可能エネルギーの地産地消
を促進し、原子力への依存を低減してい
く取組みを進めていくことが必要。

30
柚木道義

・
（比例）中国

民主党 2 1 2 2 2 2 1

あまりに重層的問題を孕む「超欠陥法案」。問
題把握自体が困難なほど。安倍政権の憲法改正
忌避・一括法による審議忌避の根本姿勢自体が
まず問われるべき。

2：根拠にはならない ２：廃案とすべき 2 在日米軍基地・沖縄過重負担のさらなる固定化につながるため。 2
現在の安全性以上に将来世代へのツケの
み先送り無責任システム。
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31
斉藤和子

・
（比例）南関東

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2

沖縄県民が反対の声を上げ、知事が先頭になって移設反対、新基地建設反対とた
たかっている。沖縄の民意は明確である以上、日本政府は普天間基地の無条件撤
去を主張すべき。

2

使用済み核燃料の処理をどうするのかも
明確でなく、福島原発も収束したと言え
ず、汚染水問題、核燃料棒の保管、廃炉
の道のりも、問題山積みで先が見えない
状態で再稼働などありえない。人類の生
存を脅かす原発はゼロに！

32
山尾志桜里

・
（愛知7区）

民主党 2 1 2 1 1 2 1 2 2

33
田村貴昭

・
（比例）九州

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2

基地ある限り、事件・事故は起こる。唯一の地上戦で県民の４分の１の命を失っ
た沖縄は、今日に至るまで米軍の横暴な占領によって耐え難い屈辱を受けてき
た。耐用年数200年の新基地建設は負担軽減どころか、半永久的な固定化を意味
する。普天間基地は無条件で返還すべき、基地問題の根源である。日米安保条約
は廃棄すべき。

2

絶対に反対。川内原発の再稼働に一理の
道理もないことを明らかにし、政府と九
州電力と直接向き合ってきた。川内原発
で言うならば、地震・活断層への見方が
極めて甘く、鹿児島の有数の火山噴火に
よる影響も考えていない。要介護者、入
院患者の避難先も決まっていないところ
が多数あるなど、近隣住民の避難対策も
確立されていない。全国的にはこの猛暑
であっても電力不足は生じておらず、電
力会社８社は経営黒字である。太陽光発
電の導入量はこの５年間で１０倍に上昇
し、再生可能エネルギーへの転換にふみ
出すべき。どの世論調査の結果を見て
も、再稼働反対声は多数である。原発燃
料は、核兵器の燃料となるから、抑止力
となっているかの論調は平和主義、戦争
放棄の憲法を持つ日本において論外であ
る。

34
畑野君枝

・
（比例）南関東

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1

安倍首相の「戦後70年談話」は、中国・韓国を
含めアジアへの「侵略」や「植民地支配」の言
葉が入っても「村山談話」にあった「日本の国
策の誤り」「植民地支配と侵略」については全
く語られず、「反省」と「おわび」も過去の歴
代政権が表明した事実に言及しただけでした。
日本が中国に対して行った事実を歴史の事実と
して受け止め、その反省のもとに外交努力する
ことが求められていると思います。

２：今回の戦争法案が違法であ
ることは横畠現内閣法制局長官
も「判決文は集団的自衛権に触
れているわけではない」と認め
ました。憲法への信頼、法的安
定性、立憲主義は根底から損な
われることになることは許せま

せん。

２：有権者のみならず、10代の青
年も反対の意思表明をしています。
いま、まさに彼女ら彼らの命に関わ
る問題であり、また、二度と戦争を
行わないと誓った日本国憲法を守る
立場からも、法案は廃案すべきと考
えます。青年の未来に平和をバトン
していくことが大人の責務であると
考えます。

2

辺野古移設の反対と共に、米軍普天間基地を含め、全国の米軍基地を返還させる
ことが必要と思います。日米安全保障条約という軍事同盟は必要ありません。思
いやり予算も必要ありません。日本とアメリカが対等平等の関係をつくることが
求められていると思います。

2

2011年3月11日の福島原発事故はいま
だに廃炉に向けた先行きも見えていませ
ん。低被爆の実態、子どもへの影響など
不安は尽きません。こうしたことからも
原発安全の保障はされていないと考えま
す。こうした不安の中、川内原発の再稼
働を強行したことは絶対に許せません。
今求められるのは、世界や日本の科学者
研究者のあらゆる力と知恵を総結集し
て、原発をゼロにしていくことが大切だ
と思います。

35
黄川田徹

・
（岩手3区）

民主党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 やむを得
ない

普天間は住宅密集地にあって危険なため移すべきだが、安倍政権の強行的なやり
方には問題がある。沖縄県民に寄り添い丁寧に進めること、沖縄の過重な基地の
負担軽減を見直すことが必要。

民主党は「2030年代原発稼働ゼロにす
るためあらゆる政策手段を投入する」と
している。再稼働するには「安全性、必
要性、周辺住民の理解」が不可欠。川内
原発については電力需要も切迫しておら
ず、なぜ今なのか疑問に思っている。

36
吉川　元

・
（比例）九州

社民党 2 1 2 2 2 2 1

集団的自衛権の行使は歴代政府の下で違憲とす
る判断が継続されてきたものであり、圧倒的多
くの憲法学者が指摘するように、行使容認は憲
法違反。平時からの米軍等の武器等防護のため
の武器使用規定や米軍等の戦闘対策活動支援も
武力行使の一体化の可能性が大きい。

２：砂川判決はご指摘のように
集団的自衛権の行使に何ら関係
のない事案であり、砂川判決を
もって閣議決定の正当性を主張

するのは無理。

２：加えて云うならば、そもそも違
憲の法案は撤回するのが筋。

2

移設反対の民意は名護市長選、県知事選、そして昨年末の総選挙で明白に示され
ており、政府は辺野古沖移設を断念し、米国に普天間基地の国外移設を求めるべ
き。

2

福島原発事故の原因究明すらされず、近
隣住民の避難計画も十分に策定されない
中での再稼働はあり得ない。原発が稼働
せずとも電力需給に全く障害がない中で
の再稼働は政府の原発依存回帰の姿勢を
際立たせている。

37
田嶋　要

・
（千葉1区）

民主党 2 1 2 1 1 2 2 2 2 2

国が地域避難計画に責任を持ち、将来の
原発稼働ゼロを前提として、当面の間経
済に大きな影響を与えないことを目的と
して安全性確保が確保された炉のみ再稼
働は必要。

38
大畠章宏

・
（茨城5区）

民主党 2 1 2 1 1 2 1 2 2
沖縄県、地元が反対している限り現状不可。普天間基地を閉鎖するため再検討が
必要。

民主党３原則に基づき対処する。安全性
を確認したもののみ再稼働する方針が基
本となるが、避難計画の確立など地元の
理解を得ることが必要。
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39
藤野保史

・
（比例）北陸信越

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2

沖縄県民の約８割が辺野古移設・新基地建設に反対している。この「オール沖縄
の総意」を無視し、移設を推し進めようとする政府の姿勢は許し難い暴挙であ
る。基地移設は危険性を広げるだけであり、繰り返される米軍関連の事件・事故
もあって沖縄県民の不安は高まる一方。辺野古移設は断念し、普天間は無条件撤
退すべき。

2

事故の原因究明も進まず、未だ避難生活
を余儀なくされている方々が大勢いる中
での再稼働など許されない。原発は即時
ゼロへ。自然エネルギーへの転換を。

40
大岡敏孝

・
（滋賀1区）

自民党 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1

41
小宮山泰子

・
（比例）北関東

民主党 2 1 2

日本の自衛権についてどの様に考える立場で
あったとしても、長年の議論の積み重ねにより
確立してきた現行憲法の解釈を逸脱した内容の
閣議決定及び法案提出は、立憲主義に反してお
り全く認められない。最高法規たる憲法に基づ
く法的安定性が損なわれるものであり憲政の
『存立危機」だと考える。

2

３：自衛権のあり方について様々な
意見を持つ方はいるにせよ、長年議
論を積み上げてきた憲法解釈に反す
る法案であり、本来政府自ら撤回す
べきものと考える。昨年7月の閣議
決定も同様と考える。

2
沖縄での選挙で示された地元民意は、明確に辺野古への基地建設への反対を表し
ている。

2

世界最高水準の規制基準による安全対策
と言うが、福島第一原発事故から得られ
た教訓は、安全に「絶対」はいえないと
いう一言につきる。官民の総力をあげて
再生可能エネルギーの活用を推進するべ
きと考える。

42
仲里利信

・
（沖縄4区）

無所属 2 1 2 2 2 2 1

安倍政権と自民党・公明党は戦後レジームから
の脱却と称して、戦前回帰を行おうとしてい
る。平和と民主主義、主権在民、基本的人権の
尊重等という先達が累々と築き上げてきた大切
なものを全て壊そうとしています。一緒になっ
て阻止しましょう。

２：砂川判決も腰抜けの判決で
あるが、その文のどこを読みく
だいても引用できない。集団的
自衛権に言及する政治家、政
党、学者の資質を疑う。

３：安保法案は、我が国が先の大戦
を教訓とし、先達が守ってきた平和
憲法を改憲する戦争法案であり、断
固廃案にすべきものである。

2

普天間飛行場の危険性の除去と、辺野古が唯一の解決策ということは何ら関係が
ないし、抑止力という根拠は全くない。したがって安保条約のためという主張は
正当性がない。これ以上の基地建設は必要ない。

2

原発が停止している間、言われるような
電力供給問題は生じていない。コスト面
からも核燃料の後始末まで含めると膨大
な経費や保管方法の問題が発生すること
が明らかになっている。日本の自然環境
と調和したエネルギー確保を推進すべき
である。

43
近藤昭一

・
（愛知3区）

民主党 2 1 2 2 2 2 1 2 2 2 2

44
小川淳也

・
（比例）四国

民主党 2 1 2 1 2 2 1 2 2

45
鈴木貴子

・
（比例）北海道

民主党 2 1 2 1 1 2

まずは相手国問わず、外交努力が必要。政治の
使命は安定と平和の構築。そのためにすべき平
和外交が最優先。

2 2 1
”移設”には賛成。だが、今政府がおしすすめようとしている海の埋め立て、辺野
古移設には反対。

2

エネルギー大国ロシアとの地理的・地政
学的優位性を生かし、また北方領土問題
の解決のための日露外交発展のためにも
ロシアから天然ガス、ＬＮＧをパイプラ
インなどを通じてエネルギー問題に対応
すべき。原発のない国づくりを考えてい
くべき。

46
畠山和也

・
（比例）北海道

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1

ASEANの努力に学び、紛争問題を平和的な話し
合いで解決する枠組みを北東アジアでもつくる
ため、日本が役割を果たすべきだと思います。

2 2 2
辺野古への新基地は、新たな基地の固定化につながります。そもそも普天間基地
は沖縄県民から土地を奪ってつくったものであり、無条件撤去すべきです。

2

今でも電力は足りているし、各電力会社
も黒字です。再生可能エネルギー普及を
進めることで原発の再稼働は必要なくな
ります。福島第一原発の事故も収束せ
ず、使用済み核燃料の処分方法も決まら
ないなか、再稼働は無責任です。

47
宮本　徹

・
（比例）東京都

日本共産党 2 1 2 2 2 2 1

軍事力で対抗すれば、対抗がどんどんエスカ
レートして、偶発的衝突の危険性を高めます。
軍拡競争に陥れば、暮らしのための予算も食い
つぶします。もめごとが戦争に発展しない平和
の枠組みをつくる平和的安全保障政策こそ必要
です。

２：特別委員会で私も追及しま
したが、横畠長官も、「砂川判
決が集団的自衛権についてふれ
ていない」と認め、政府引用部
分が、判決の結論を出すのには
必要でない「傍論」の部分であ
ることを認めました。こんなも
のしかもち出せないところに、
集団的自衛権合憲論の根拠のな
さが表れています。

2 2
米軍海兵隊は、イラク戦争でも出撃しましたが、アメリカの侵略戦争の先頭に立ってい
る部隊であり、普天間基地は無条件で即時撤去するべきです。民意を無視することは、
民主主義国家として許せません。

2

原発に絶対の安全はないことを福島の事故
は示しました。また、使用済み核燃料の処
分方法も確立していないのに、原発再稼働
はあり得ません。


